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株式会社 MCIP ホールディングスの株式取得（出資参画）に関するお知らせ 

 

 当社は平成 27年９月 25日開催の取締役会において、吉本興業株式会社（以下「吉本興業」）が中心と

なり株式会社海外需要開拓支援機構（以下「クールジャパン機構」）も出資参画する株式会社 MCIP ホー

ルディングス（以下「MCIP HLD」）の株式取得（出資参画）を決議し、平成 27年９月 30日に MCIP HLD

の取締役会において本出資参画について承認されましたのでお知らせいたします。なお、本出資の実行

につきましては、平成 27年 10 月８日開催予定の MCIP HLD 臨時株主総会での決議承認を前提といたしま

す。 

記 

 

１. 株式取得（出資参画）の理由 

当社は中長期的な経営戦略の一つとして、アーティストやクリエイターの才能・魅力を活かして付加

価値をあらゆる場・形で最大化することを重点戦略と掲げており、海外、特にアジアにおけるジャパン

コンテンツ・カルチャーの発信拠点プラットフォームへの構築参画と、アジアにおけるコンテンツの開

発創出も検討してまいりました。 

そのような中、吉本興業が中心となりクールジャパン機構などと昨年設立したMCIP HLDは、業種を超

えた複数のアライアンス企業がクールジャパン機構の出資参画も得て、アジア各国における発信・集客

拠点ともなる強力なプラットフォーム構築事業と、アジア各国において、魅力あるコンテンツ事業を継

続的に創出発信していく事業を進めており、今後、アジア各国におけるプラットフォーム拠点を強化拡

大するとともに、音楽分野も含むエンターテイメントコンテンツの展開・充実を図る計画であり、当社

の海外展開を加速させるためにも、出資参画を行い、相乗効果を図りながら事業展開を確実に行ってい

くことといたしました。 

具体的には、MCIP HLDが計画するアジアでの各種イベントにおける音楽・エンターテイメントコンテ

ンツでの参加やアジア各国での番組共同制作における参画、音楽・エンターテイメント分野における情

報発信拠点の創出、新たなコンテンツ発掘育成プロジェクトなどを目指しております。こうした個別具

体的な展開の集積により、収益向上はもとよりノウハウも蓄積され、当社の中長期的な企業価値の向上

に寄与するものと考えております。 

 

２. 株式取得先の概要（平成27年3月31日現在） 

（１） 名 称 株式会社 MCIPホールディングス 

（２） 所 在 地 東京都新宿区新宿５丁目 18 番 21号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 横手志都子 

（４） 事 業 内 容 エンターテイメントコンテンツの海外展開ならびに販売等 

会 社 名 株式会社スペースシャワーネットワーク 

代表者名 代表取締役社長 清水 英明 

 （ ＪＡＳＤＡＱ・コード４８３８ ） 

問合せ先 取締役 案納 俊昭 

 （ TEL．０３－３５８５－３２４２ ） 
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（５） 資 本 金 1,055,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 26年６月２日 

（７） 純 資 産 2,032,369,970円 

（８） 総 資 産 2,110,073,196円 

（９） アライアンス企業 

吉本興業株式会社、株式会社電通、株式会社ドワンゴ、株式会社ソニ

ーミュージック・エンタテインメント、滋慶学園グループ、イオンモ

ール 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

３．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
3,810 株 

（議決権の数：3,810個） 

（３） 取 得 価 額 株式会社 MICPホールディングスの普通株式  200百万円 

（４） 異動後の所有株式数 

3,810 株 

（議決権の数：3,810個） 

（議決権所有割合：14.6％） 

 

４．日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成２７年９月２５日 

（２） 株式会社 MCIP ホール

ディングス取締役会 
平成２７年９月３０日 

（３） 株式会社 MCIP ホール

ディングス株主総会 
平成２７年１０月８日（予定） 

（４） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成２７年１０月９日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本株式の取得により、今期業績への影響は軽微と認められますが、今後影響が認められる場合には速や

かにお知らせいたします。 

 

 

以上 
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